
７ 休日・休暇 

年間休日日数の平均は、112.6日であった。 
産業別にみると、「情報通信業」が122.4日で最も多く、次いで「金融業，保険業」の122.1日となってい

る。 
一方、最も休日が少ないのは「宿泊業，飲食サービス業」で87.8日であり、次いで「運輸業，郵便業」の

104.3日となっている。 
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なお、集計企業のうち、年間休日日数を就業規則等で決めている企業は66.7%であった。 
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<図表７－１>

（１）年間休日日数（集計表 第７表－②③）
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２

（２）特別休日制度（集計表 第７表－④）

（３）特別休暇制度（集計表 第７表－⑤）
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   企業に採用されている特別休日制度を種別に見ると、「年末年始の休日」が84.3％、「国民の休日」が80.0％、

「夏期特別休暇」が69.2％となっている。 

護休暇）については、就業規則に定めがあるなど「制度あり」としている企業は「産前産後休業」が80.6%、

「育児休業」が76.8%、「介護休業」が71.5%となっている。 
  「制度あり」と答えた企業数に対する「休暇中に何らかの賃金が支給」される企業数の比率を見ると、「誕生 
  日などのメモリアル休暇」が79.3%、「リフレッシュ（長期勤続）休暇」が78.2% 、「配偶者の出産休暇」 
  が77.4%となっている。



年次有給休暇の利用状況（集計表 ） 
最近1年間の年次有給休暇の利用状況は、１人平均の新規付与日数は17.0日、利用日数は8.5日であった。 
利用率（新規付与日数に対する利用日数の割合）は49.9％となっている。 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

年次有給休暇の利用状況の推移
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利用率を産業別にみると、最も高いのが「生活関連サービス業, 娯楽業」で58.8％、次いで「医療, 福祉」
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<図表７－４>

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

<図表７－５>年次有給休暇の利用状況
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－ 32 －

（４）

の55.6％となっている。一方、最も低いのは「宿泊業、飲食サービス業」の37.2％であった。 
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